
市立岸和田市民病院

令 和 元 年 度

岸和田市病院事業会計決算書
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永 野 耕 平

認定第４号

令和元年度岸和田市病院事業会計

決算認定を求めるについて

令和元年度岸和田市病院事業会計決算は、別紙のとおり監査委員の審査を

経たので、地方公営企業法第30条第４項の規定により議会の認定を求める。

岸和田市長

令和2年8月25日提出

－ 129 －





号

決 算 審 査 を 求 め る に つ い て

地方公営企業法第30条第２項の規定により、令和元年度岸和田市病院事業

会計決算の審査を求める。

82

永 野 耕 平

岸 和 田 市 監 査 委 員

令 和 2 年 6 月 1 日

岸和田市長

様

岸財財第
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号

会計決算書を別紙のとおり提出する。

永 野 耕 平

令和元年度岸和田市病院事業会計

黒 石 忠 志

地方公営企業法第30条第１項の規定により、令和元年度岸和田市病院事業

決算書の提出について

岸和田市長

岸和田市会計管理者

79

様

令 和 2 年 5 月 29 日

岸病経内第
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(1)　収益的収入及び支出

　　 収　　　入

　第1項 医 業 収 益 円

　第2項 医業外収益 円

　第3項 特 別 利 益 円

　　 支　　　出

　第1項 医 業 費 用
うち仮払消費税
及び地方消費税

312,151,564 円

　第2項 医業外費用
うち仮払消費税
及び地方消費税

5,231,866 円

　第3項 特 別 損 失
うち仮払消費税
及び地方消費税

11,431 円

　第4項 予 備 費

0

0

14,640,130,0000

流 用 増 減 額

円

0

0

0

△ 10,002,658

10,002,658

0 0 1,000,000

0

0

0

0

円 円

13,848,054,000

640,799,342

150,276,658

1,168,697,000

10,000,000

0

0

円

0130,274,000

第1款

当 初 予 算 額

円

0

0

補 正 予 算 額

円

0

0

55,000,000

0

13,288,629,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

病院事業費用

14,467,326,000

予備費
支出額

0

13,793,054,000

650,802,000

10,000,000

1,000,000

14,454,856,000 185,274,000

円 円

0

円

14,640,130,000

13,848,054,000

640,799,342

14,095,469,993

13,353,420,172

591,773,163

150,276,658

円

0

150,276,658

1,000,000

円

0

0

0

13,942,158,990

12,809,613,714

備 考

円

△ 525,167,010

△ 479,015,286

円

0

1,132,545,276

0

地方公営企業法
第26条第2項の規
定による繰越額

合　　　計

0

決 算 額

1,168,697,000

10,000,000

小　　　計

494,633,828

49,026,179

0

0

0

0

0

18,564,998

円

544,660,007

備 考不　用　額

うち仮受消費税
及び地方消費税

0

地方公営企業法
第26条第2項の
規定による繰越
額○○○○○○

1,000,000

令和元年度　　岸和田市病院事業決算報告書

第1款 病院事業収益

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額　　　

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

うち仮受消費税
及び地方消費税

20,852,474

決　     算　     額

円

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△ 36,151,724

△ 10,000,000

うち仮受消費税
及び地方消費税

0

区　　　　分

区　　　　分

地方公営企業法第24条第
3項の規定による支出額
に 係 る 財 源 充 当 額

円

0

円

合　　　計

14,467,326,000

13,288,629,000

地方公営企業法
第24条第3項の規
定による支出額
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(2)　資本的収入及び支出

     収　　　入

　第1項 企 業 債

　第2項 補 助 金

　第3項 他会計繰入金

　第4項
固 定 資 産
売 却 代 金

　第5項 投 資 返 還 金

　第6項 寄 附 金

     支　　　出

円

134,034,926

　第1項 建 設 改 良 費 123,336,090
うち仮払消費税
及び地方消費税

37,008,540 円

　第2項 企業債償還金 4,950,336

　第3項 投 資 5,748,500

0 0

円

0

0

円

小　　　計

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　額

29,646,0000 550,207,0001,817,000548,390,000

流用増減額

円

1,987,793,000

円円

1,985,976,000 1,817,000

32,800,000

合　　　計

円

継続費逓次繰越額

8,500,000 0

   なお不足する額678,352,791円は一時借入金で措置した｡

0

第1款 資 本 的 収 入

第1款 資 本 的 支 出

0 304,875,000 △ 4,125,000

0 1,429,086,000 0 0 1,429,086,000

00 08,500,000

0

744,613,500

434,800,000

△ 130,703,500

△ 100,000

△ 127,600,000

636,0001,736,000

1,485,500

     資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,171,590,574円は、当年度分損益勘定留保資金492,081,166円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,156,617円で補てんし、

1,424,135,664 0 0 01,429,086,000

8,500,000 2,751,500 0 0 0

円

811,200,000

500,000,000

1,000,000

小　　　計

円

812,917,000

500,000,000

1,000,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

0 1,717,000 1,717,000

309,000,000 0

1,717,000

0

1,100,000 0 1,100,000

612,653,000

0

2,050,239,000

地方公営企業法第
26条の規定による
繰 越 額

309,000,000

円

29,646,000

円

0 0 1,717,000

489,316,910

円

補正予算額

1,916,204,074

継　続　費
逓　　　次
繰　越　額

1,100,000

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

備 考

0 32,800,000

合　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

円

0

区　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

決　算　額区　　　　　分

0

合　　　計

円

875,317,000

562,400,000

0 100,000

309,000,000

当初予算額

地方公営企業法第
26条の規定による
繰越額に係る財源
充 当 額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

32,800,000

32,800,000

円

100,000

円

29,600,000

29,600,000

0

円

備 考決 算 額

円

不　用　額

0

0 0

0

0

1,717,000

円

0 0 100,000

1,000,000 485,500

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

円
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1 円 円 円

(1)

(2)

(3)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

4

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

5

(1)

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 4,477,469,323

当 年 度 純 損 失 161,748,719

前 年 度 繰 越 欠 損 金 4,315,720,604

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損 150,265,227 150,265,227 △ 150,265,227

雑 支 出 521,047,187 872,961,368 241,023,876

経 常 損 失 11,483,492

治 験 研 究 費 60,622,020

負 担 金 402,532

長期前払消費税勘定償却 32,905,328

支払利息及び企業債取扱諸費 257,432,470

患 者 外 給 食 材 料 費 551,831

1,113,985,244

医 業 外 費 用

患 者 外 給 食 収 益 664,307

長 期 前 受 金 戻 入 15,546,783

そ の 他 医 業 外 収 益 233,771,238

補 助 金 6,335,000

他 会 計 補 助 金 163,635,000

他 会 計 負 担 金 671,054,000

国 庫 補 助 金 7,472,273

府 補 助 金 15,506,500

医 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 143

医 業 損 失 252,507,368

資 産 減 耗 費 25,740,368

研 究 研 修 費 48,368,221 13,041,268,608

経 費 1,961,938,000

減 価 償 却 費 759,149,597

給 与 費 6,288,138,680

材 料 費 3,957,933,742

医 業 費 用

外 来 収 益 4,967,763,047

そ の 他 医 業 収 益 479,988,840 12,788,761,240

令和元年度　病院事業損益計算書
（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

医 業 収 益

入 院 収 益 7,341,009,353
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エ　診療状況について

増 減 率 平成30 年度 令和 元 年度 令和 元 年度 平成30 年 度 増 減 率

％ 人 人 人 人 ％

6.8 1,456 1,555 14,362 15,092 △ 4.8

△ 4.4 6,180 5,911 11,559 11,073 4.4

△ 26.9 8,487 6,202 9,907 9,942 △ 0.4

1.0 3,526 3,562 252 273 △ 7.7

482.8 116 676 804 169 375.7

△ 59.5 987 400 1,410 2,173 △ 35.1

△ 2.4 12,692 12,391 21,561 21,913 △ 1.6

△ 14.0 20,411 17,546 20,865 22,103 △ 5.6

4.8 11,254 11,799 23,690 24,717 △ 4.2

2.3 10,317 10,558 7,451 8,064 △ 7.6

△ 8.8 2,036 1,856 5,105 5,226 △ 2.3

2.6 5,941 6,098 5,146 5,251 △ 2.0

△ 34.8 3,525 2,298 2,972 3,198 △ 7.1

3.3 7,610 7,862 11,432 12,335 △ 7.3

5.8 1,967 2,081 7,426 7,056 5.2

9.6 2,773 3,040 11,051 11,312 △ 2.3

△ 13.4 5,109 4,426 7,575 7,384 2.6

21.4 5,110 6,202 13,337 13,009 2.5

△ 18.1 790 647 6,748 7,089 △ 4.8

110.9 256 540 13,066 10,691 22.2

1.8 3,992 4,062 13,835 14,691 △ 5.8

― ― ― 3,429 3,678 △ 6.8

― ― ― 2,684 2,343 14.6

― ― ― 5,312 5,475 △ 3.0

― ― ― 15 21 △ 28.6

― ― ― 1,194 1,527 △ 21.8

9.4 1,976 2,162 12,730 13,486 △ 5.6

△ 30.4 56 39 8,157 9,119 △ 10.5

△ 4.0 116,567 111,913 243,075 248,410 △ 2.1

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科

歯 科 口 腔 外 科

合 計

精 神 科

救 急 科

入                 院

放射線科・放射線治 療科

麻 酔 科

耳 鼻 咽 喉 科

眼 科

呼 吸 器 内 科 ・ 外 科

外 科 ・ 消 化 器 外 科

小 児 科

産 婦 人 科

腎 臓 内 科

皮 膚 科

泌 尿 器 科

循 環 器 内 科

神 経 内 科

消 化 器 内 科

脳 神 経 外 科

心 臓 血 管 外 科

整 形 外 科

形 成 外 科

乳 腺 外 科

腫 瘍 内 科

内 科

外               来
科 別

代 謝 ・ 内 分 泌 内 科

血 液 内 科

緩 和 ケ ア 内 科
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（7）　職員に関する事項
（単位：人）

分　類　　

再 任 用 嘱 託 員

　職　種 （短時間） （非常勤）

医 師 87 22 109

看 護 部 門 職 員 340 1 80 421

薬 剤 部 門 職 員 22 22

事 務 部 門 職 員 21 8 43 72

給 食 部 門 職 員 4 2 6

医 療 技 術 職 員 82 1 29 112

全 職 員 556 1 31 154 742

　　令和2年3月31日現在における職員数は、次のとおりである｡

　　　 定　　  数 619人

　　　 現　在　数 556人 嘱託員 31人
　　　      (再任用短時間職員を除く。）                       

職 員

常 勤

そ の 他

合 計
臨 時雇 用者
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2．業務

　(1)　業務量

　　　 各科別入院、外来患者数
（単位：人）

1日平均患者数 患 者 数 患 者 数 1日平均患者数

4.3 1,555 代 謝 ・ 内 分 泌 内 科 14,362 59.8

16.2 5,911 血 液 内 科 11,559 48.2

16.9 6,202 腫 瘍 内 科 9,907 41.3

9.7 3,562 緩 和 ケ ア 内 科 252 1.1

1.8 676 内 科 804 3.4

1.1 400 神 経 内 科 1,410 5.9

33.9 12,391 消 化 器 内 科 21,561 89.8

47.9 17,546 呼 吸 器 内 科 ・ 外 科 20,865 86.9

32.2 11,799 循 環 器 内 科 23,690 98.7

28.8 10,558 外 科 ・ 消 化 器 外 科 7,451 31.1

5.1 1,856 乳 腺 外 科 5,105 21.3

16.7 6,098 脳 神 経 外 科 5,146 21.4

6.3 2,298 心 臓 血 管 外 科 2,972 12.4

21.5 7,862 整 形 外 科 11,432 47.6

5.7 2,081 形 成 外 科 7,426 30.9

8.3 3,040 小 児 科 11,051 46.0

12.1 4,426 産 婦 人 科 7,575 31.6

16.9 6,202 耳 鼻 咽 喉 科 13,337 55.6

1.8 647 眼 科 6,748 28.1

1.5 540 皮 膚 科 13,066 54.4

11.1 4,062 泌 尿 器 科 13,835 57.6

― ― 腎 臓 内 科 3,429 14.3

― ― 精 神 科 2,684 11.2

― ― 放射線科・放射線治療科 5,312 22.1

― ― 麻 酔 科 15 0.1

― ― リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科 1,194 5.0

5.9 2,162 歯 科 口 腔 外 科 12,730 53.0

0.1 39 救 急 科 8,157 34.0

305.8 111,913 合 計 243,075 1,012.8

入 院 外 来
科 別
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４．その他 

  他会計負担金等の使途について 

（1） 収益的収入 

ア  医業収益他会計負担金 267,165,000円については、材料費等（課税仕入れ）に 189,941,530

円（特定収入）、救急医療に係る職員給与費に 77,223,470 円（特定収入以外）をそれぞれ充

当した。 

イ  医業外収益国庫補助金 7,472,273円については、経費等（課税仕入れ）に 109,109円（特定

収入）、臨床研修に係る職員給与費等に 7,363,164円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。 

ウ  医業外収益府補助金 15,506,500 円については、経費等（課税仕入れ）に 950,967 円（特定

収入）、がん診療及び救急医療に係る職員給与費等に14,555,533円（特定収入以外）をそれ

ぞれ充当した。 

エ  医業外収益補助金 6,335,000 円については、救急医療に係る職員給与費に 6,335,000 円

（特定収入以外）を充当した。 

オ  医業外収益他会計補助金 163,635,000 円については、経費等（課税仕入れ）に 24,093,000

円（特定収入）、基礎年金拠出金等に 139,542,000円（特定収入以外）を充当した。 

カ   医業外収益他会計負担金 671,054,000 円については、材料費等（課税仕入れ）に

156,614,950 円（特定収入）、特殊及び高度医療に係る職員給与費等に 346,524,050 円（特

定収入以外）、企業債利息に 167,915,000円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。 

 

（2） 資本的収入 

ア  他会計繰入金出資金 304,875,000円については、工事費（課税仕入れ）に 4,875,000円（特

定収入）、企業債元金償還金に 300,000,000円（特定収入以外）を充当した。 

イ  府補助金 1,485,500円については、医療機器購入費（課税仕入れ）に 1,485,500円（特定収

入）を充当した。 

ウ  寄附金1,717,000円については、医療機器購入費（課税仕入れ）に1,717,000円（特定収入）

を充当した。 
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決算に関する説明書に係る注記 
 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 
 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   ・貯蔵品 先入先出法による原価法 
 
２ 固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産（リース資産を除く）  
・減価償却の方法   残存価額を 5％とする定額法による。なお、償却の開始時
期は、固定資産を購入した日の属する年度の翌年度からとする。 
・主な耐用年数 
  建物   10～39年 
附帯設備   2～15年 

  構築物  10～50年 
  器械及び備品   3～20年 
  車両    4～ 6年 

(２) リース資産 
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
  自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法による。 
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を 0とする定額法による。 

(３) 無形固定資産（リース資産を除く） 
・減価償却の方法   残存価額を 0とする定額法による。 
・主な耐用年数 

     専用回線利用権   20年 
 
３ 引当金の計上方法 

(１) 退職給付引当金 
職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末の病院事業会計在籍職員に係る  

退職手当の要支給額に相当する額を計上している。 
(２) 賞与引当金 

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年 
度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(３) 貸倒引当金 
入院収益等の個人滞納繰越債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の実績  

率による回収不能見込額を計上している。 
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４ 消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消

費税については、当年度の費用として処理している。ただし、固定資産及びリース

資産に係る控除対象外消費税については、長期前払消費税勘定に計上し、5 年間で
均等償却を行っている。 

 
Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 
 １ 重要な非資金取引 
    当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引はない。 
 
Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 
１ リース取引の処理方法 
   所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が 3,000千円超の所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理を行っている。 
   リース料総額が 3,000千円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 
Ⅳ．その他の注記 
１ 引当金の取崩し 

(１) 退職給付引当金の取崩し 
退職手当として 193,377,594円を支給するため、退職給付引当金 193,377,594円
を取り崩した。 

 
(２) 賞与引当金の取崩し 
期末勤勉手当として 286,178,000 円を、期末勤勉手当に係る法定福利費として

51,769,000円を支給するため、賞与引当金 337,947,000円を取り崩した。 
 
(３) 貸倒引当金の取崩し 

債権の不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金 122,830円を取り崩した。 
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